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しかし環境と労働という２つの分野は、1995 年に設立された WTO における扱いという
点で、その後正反対の道を歩むこととなる。環境は、2001 年に開始された新たな多角的貿
易交渉であるドーハ開発アジェンダで正式な交渉項目となり、現在も WTO の場で議論が続
いている。一方の労働問題は、1996 年にシンガポールで開かれた WTO の第１回閣僚会議
において、労働基準を扱う権限のある機関は国際労働機関（ILO）であるとする宣言が採択













する貿易協定の数は 1995 年には４本しかなかったが、2005 年には 21 本、2015 年には 75
本と急増した（図１）。ILO（2016）の調査によると、そのうちのほぼ半数は 2008 年以後に
発効しており、また 2013 年以後に発効した協定の 80%以上は労働条項を伴っているとい

















また EU は、2000 年代以降、貿易相手国との戦略的パートナーシップ形成に向けて包括





















































































 ILO 2013. Social Dimensions of Free Trade Agreements. International Institute for 
Labour Studies. Geneva: ILO. 


















2 CAFTA-DR は、2004 年５月に締結されたアメリカと中米５カ国（エルサルバドル、コス
タリカ、ホンジュラス、ニカラグア、グアテマラ）の FTA と、同時期に合意が成立したア












1 市場アクセス（物品貿易） 12 知的財産権 
2 セーフガード措置 13 競争 
3 反ダンピング 14 紛争解決 
4 補助金・相殺関税 15 透明性 
5 原産地規則 16 一般例外 
6 税関手続き・貿易円滑化 17 経済技術協力 
7 投資 18 電子商取引 
8 サービス 19 人の移動 
9 貿易の技術的障害（TBT） 20 環境 
10 衛生植物検疫措置（SPS） 21 労働 














（出所）WTO, The Regional Trade Agreements Information System (RTA-IS), ILO (2013)などにより筆者作成。 
（注）* 効力が発生している RTA の総数。 
 
 
 
 
